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第１章 熊本県による地域づくり支援策 

 
 若林 剛志  

 
１． はじめに 

 
市町村数が 45 と 1999 年 3 月末の市町村数 94 から半分以下となった熊本県は，2005 年

3 月に「熊本県における平成の市町村合併検証報告書―合併後 10 年の効果と課題―」を公

表した。同報告書によれば，県内合併市町村の市町村内にある行政区の数は，2002 年から

2013 年の 11 年の間に，合併市町村で 2,895 から 2,587，合併していない市町村で 1,346 か

ら 1,314 となっており，合併市町村内の行政区数の減少率が合併していない市町村よりも

高いことが示されている。 
行政区の減少率が合併市町村で高い中，同報告書では，自治会，老人会，地域づくり団

体等が参加する協議会型組織が，合併した市町村において多く設立されたことも述べてい

る。2013 年の設立実績は，合併した市町村で累計 177，合併していない市町村では 43 で

あった。 
合併により市町村が広域化し，協議会型組織が設立されている中，熊本県ではくまもと

里モンプロジェクトや地域づくり夢チャレンジ推進事業といった地域づくり支援を実施し

ている。支援対象は地域住民によって行われる活動であり，かなり広い。 
合併した市町村に数多くある協議会型組織や，一部の広域化した市町村で志向されてい

る複数集落を構成主体とする広域自治組織でも，これらの事業を活用し，地域づくりを行

っている。 
以下，２．ではくまもと里モンプロジェクト，３．では地域づくり夢チャレンジ推進事

業といった地域づくり支援策を取り上げる。４．では，集落の資源管理の現状や集落間連

携の可能性を考慮して，中山間地域等直接支払の実施状況について述べ，最後に地域づく

り支援策と同県の中山間地域等直接支払に関する若干の展望を述べる。 
 
２． くまもと里モンプロジェクト 

 

（１） プロジェクト開始の経緯 

 
くまもと里モンプロジェクト（以下，里モン）は，県知事の首唱で 2013 年 9 月に誕生し

た新たな事業である。県内で政策的理念の浸透を図るとともに，県民運動として普及・発

展させるため，里モンを開始した。 
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里モンの政策的理念は，日本型直接支払（多面的機能支払，中山間地域等直接支払，環

境保全型農業直接支払）が「下支え」となって成り立つ農家や，住民が主体となった自発

的な活動を支援することにある。この支援によって，経済的豊かさだけでなく，熊本の誇

り，安全安心，子供たちの夢といった価値の実現を目指し，「元気な農村」，「持続可能な農

村」を実現し，「県民の幸福量の最大化」につながる地域づくりを目指している。 
 

（２）  概要 

 
里モンはこのような経緯で誕生したため，他の事業と異なる特徴がある。具体例として，

「①補助金の使いやすさ」を重視している。事業の申請は簡素な手続きですみ，申請は個

人でも，また法人格がなくても可能であり，100％補助され自己負担がない。そして，「②

補助金額は１テーマ 50 万円」を上限としている。 
2016 年度からも引き続き事業を継続し，更なる地域活動の活性化を目指している。県知

事は，里モンを導入した事業が成果をあげられなくても厭わないと指示している（知事は

それを「皿を割ってもよい」と表現している）。里モンには多くのチャンス，つまり「芽吹

き」を促すことを目指すという目的が掲げられ，ベンチャー支援的な要素が含まれており，

この事業が地域活動開始のきっかけとなることが期待されている。さらに里モンで芽吹い

た取組を地域づくり夢チャレンジ推進事業など他事業で成長させ，それによって地域は更

なるステップアップの実現と自立化を目指すことができる仕組となっている。 
 

（３） 実績 

 
里モンでは，事業の要件をあえて緩くしたこともあり，活用を検討する個人や団体およ

び地域活動を支援する市町村の職員らから，多くの利用相談があり，好評である。県庁内

各部局でも，地域の様々な課題解決や活性化に里モンを活用するケースもある。 
2013 年から 3 年間で合計 723 件の申請があり，うち 500 件以上が事業採択されている。

取組テーマは大きく分けて「①美しい景観の保全，創造」，「②文化・コミュニティの維持，

創造」，「③地域の資源を活用した内発的産業の創造」の 3 つである。①では，棚田や耕作

放棄地に菜の花等を植栽し，景観を創造する取組などがある。例えば，九州新幹線の沿線

への植栽によって，地域住民に景観の美しさや安らぎを提供するだけでなく，新幹線の利

用客等にもそれを提供することにつながっている。②では，福祉・教育的効果を期待した

農業体験や農山漁村の文化的活動などがある。例えば，地域住民が季節行事にあわせ，踊

りなどを披露し，老若男女の一層の交流を図る取組がある。③では，農家の女性らが地物

の野菜を使ったレストランを開店するにあたって事業を活用した例がある(1)。 
なお，里モンから後述する地域づくり夢チャレンジ推進事業の利用へステップアップし

た事例は，2015 年 7 月現在で 8 件あり，八代市で 3 件，小国町で 2 件，山都町，御船町，

産山村がそれぞれ 1 件であった。 
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500 件以上にも上る活動実績の一部は，月刊誌「農業くまもとアグリ」等に掲載されてい

る。2014 年度は 2 回の特集を組んで事例紹介したが，2015 年度は毎月事例を連載した。

これに加え，「くまもと里モンプロジェクト顕彰」を設けている。他の模範となる活動につ

いて，コミュニティ活動部門，個別活動部門，農山漁村貢献部門に分けて表彰し，県民運

動としての広がりを図っている。自薦他薦を問わず推薦された活動の中から外部審査委員

が模範となる活動を選ぶが，選ばれた活動に順位付けをすることはしていない。ただし，

コミュニティ活動部門で表彰された団体のうち 1 つが農林水産省の主催する「豊かなむら

づくり全国表彰事業」に，熊本県代表として推薦されている。 
また，県の里モン担当部署であるむらづくり課によれば，同課が把握している範囲で，

2014～2015 年度の 2 年間に，200 件以上の里モンによる活動に関する新聞報道があったと

のことである。 
 

（４） 課題 

 
里モンは多くの県民から認知され，様々な活動を生み出しているものの課題もある。現

時点において，県が認識している主な課題は次の通りである。 
第 1 に，県が行う事務作業が多いことである。これは，申請のみならず補助金交付決定

数が多いことに由来する。里モンに取り組む団体等の数が多いことは，交付の決定，概算

払い，事務連絡や実績報告等の県が行う事務手続きの膨大さにつながり，事務作業に多く

の時間を割かざるを得ない状況となっている。 
第 2 に，申請および交付先への事務処理の指導の多さである。これは，申請および交付

対象が拡大したことに由来し，里モンが初めての補助金申請であり，補助金の扱いに苦労

している団体等が多いという現実がある。 
第 3 に，県民が納得する事業効果の検証である。里モンは使いやすい補助金であり，そ

れが県内での認知度の高さにつながっている。一方で，使いやすさはバラマキととられる

場合があり，実際にそういう声もある。そのため，成功事例の創出や発展，あるいは成功

事例を他へ波及させていくことが求められている。この課題解消のために，既に委員会で

の検討が実施されている。 
第 4 に，補助事業を終了した団体等へのフォローアップである。これも交付団体の多さ

を背景として，現段階では不十分となっている。 
第 5 に，里モンの次を検討することである。里モンは 3 年間の事業であった。里モンか

ら活動が発展し，それを支援する後述の地域づくり夢チャレンジ推進事業を活用すること

で更なる発展を期待することができる一方，里モンがなくなることで新たな「芽吹き」を

支援する事業自体がなくなる可能性がある。上述した里モンの事業効果の検証が，里モン

に続く後継事業の有無に反映されることとなる見込みである。 
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（５） 本報告書の論点にみる里モン 

 
里モンを本報告書の論点である地域農業との連携，コミュニティ・ビジネスおよび人材

確保（移住・定住）といった視角から確認する。 
地域農業との連携という点では，一部の活動に連携という手段を用いている例がある。

しばしば確認される活動例は，集落組織や集落を範域とした地域組織が耕作放棄地を利用

して，農業体験に利用する，その農地で作った農産物を直売所等で販売，あるいは農産物

を加工するといった例である。 
コミュニティ・ビジネスにおいては，農産物直売所の開設と農産物の販売，加工品の製

造および農家レストランの開設などの例が見られ，事業的な継続性を追求するとともに，

活動が地域住民の雇用やいきがい，やりがいにつながる場合もある。 
人材確保においても，定年退職者の持つ能力やノウハウを活用し，農業体験等を通じた

外部との交流を行うなど，地域内の人的資源を活用した事例がある。一方で，外部人材の

活用や外部人材の定住などによる内部化については，これまでのところ，あまり意識され

ていない部分があると考えられる。 
以上のような論点に対し，里モンは，農家や住民が主体となった活動を広く支援し，地

域づくりにつなげていくものであって，地域農業との連携等は要件となっていないし，活

動を行う上での組織の構成員が，広域地域組織が想定するような複数集落のメンバーであ

る必要性もない。そもそも県では広域地域組織を推進している訳ではなく，各市町村等に

委ねているのが現状であり，里モンでは，自治組織や一定の範域をもつ団体などを広く支

援している。その中で，後述する山都町では，自治振興区と呼ばれる広域自治組織を形成

しており，いくつかの自治振興区で里モンを活用している例がある。 
 

３． 地域づくり夢チャレンジ推進事業 

 
（１） 事業開始の経緯 

 

熊本県が地域づくり夢チャレンジ推進事業（以下，夢チャレ）を開始した直接の契機は，

熊本市の政令指定都市化の決定であった。同市が政令指定都市となる直前の 2011 年 12 月

に県が策定した「政令指定都市誕生後の県内各地域の将来像」（ビジョン）において，政令

指定都市以外の地域振興の重点化が示され，その１つとして夢チャレが開始された。その

ため，「県内どの地域にあっても，誇りに満ちた暮らしが送れるよう，地域住民の方々や市

町村による地域の資源や個性を最大限活かした自主的な取組を後押しし，『活力溢れる元気

なくまもと』づくりを推進」することが事業の目的となっている。同ビジョンでは，県内

を「（熊本市を中心とした）熊本都市圏地域」，「県北地域」，「阿蘇地域」，「県中東部地域」，

「県南地域」，「天草・宇土半島地域」に分類し，各地域で独自の政策目標を策定した。な

お，夢チャレは，同ビジョン策定前の 2011 年 4 月に先行して開始された。 
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（２） 概要 

 

地域づくりに向けた地域の挑戦を支援する夢チャレは，新規と既存の複数の事業を集約

化した総称であり，2015 年度現在では 12 種の事業によって構成されている。これらは大

まかに 6 種類に分類されており，①移住の促進（事業数 1，以下同），②起業の誘発（5），
③交流の拡大（1），④絆の構築（3），⑤地域応援の強化（1），⑥その他（1），となってい

る（第 1－1 表）。 
分野別に確認すると，「移住の促進」は，県外から県内への移住および定住を促進し，地

域を維持または発展させる取組を支援する。例えば，空き家調査や空き家の改修，田舎暮

らしの体験事業の実施等がある。「起業の誘発」は，地域活動が基となっている起業や高齢

者や障がい者とともに起業，あるいは農産物等の地域資源を活用した起業を支援し，地産

地消型のレストラン開業のための市場調査やメニューの開発，地域の農産物やその規格外

品を活用した加工品の開発などに活用可能である。「交流の拡大」では，地域資源を生かし

て県内外の人々と交流する取組を支援しており，熊本の魅力が体感できるモデルコース作

りや地域の伝統や食文化を活かした地域産品の開発や販路開拓等がその事例である。「絆の

構築」は，地域のコミュニティを維持するための計画づくりや生活支援を含む地域活性化

のための活動を支援する。例えば，地域の現状・課題等を把握し，今後の地域の方向性な

どを計画にまとめる，あるいは地域の小学生から高齢者までが一緒になって，演劇，音楽，

美術，映画等を作り上げていく取組などに活用できる。「地域応援の強化」は，企業等の民

間事業者が，地域貢献を目的にその地域の住民らと連携しながら地域住民を応援する取組

を支援する。これは，2015 年度より夢チャレに追加されたため，活用事例はない。「その他」

は，以上の各分野に該当しないものの，独自性のある地域活性化の取組等を支援するもの

すべてを含み，地域住民，有識者，町外の大学生等が一体となって，市が整備した情報通

信基盤の活用方法を検討し，それを具体的な施策として実現する取組などに活用されてい

る。 
①から④は地域組織または市町村を事業の主な実施主体としており，⑤は企業等が主な

実施主体である。なお，②起業の誘発は，さらに育成段階（3 種類）と企業化段階（2 種類），

の 2 段階に分けられている。また，とりまとめは地域振興課が行っているものの，各事業

の所管は，農林水産，商工，福祉，文化等の各課に分散している。 
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第 1－1 表 地域づくり夢チャレンジ推進事業の概要 

ソフト ハード

移住の
促進

移住定住促進  市町村等、地域団体等 2/3以内 10百万円まで 10百万円まで

育成段階 2/3以内 1百万円まで -

起業化段階 1/2以内 5百万円まで 5百万円まで

育成段階 2/3以内 1百万円まで -

起業化段階 1/2以内 5百万円まで 5百万円まで

農業の地域資源（宝）活用
市町村等、
農業団体等

育成段階 2/3以内 1百万円まで -

交流の
拡大

交流促進  市町村等、地域団体等 1/2以内
（市町村等）
10百万円まで
（下限1百万円）

（地域団体等）
2百万円まで（下
限500千円）

地域づくり計画 市町村 1/2以内 2百万円まで -

地域コミュニティ維持  市町村、地域コミュニティ組織 1/2以内 2百万円まで 2百万円まで

地域活性化につながる文化活動  市町村等、地域団体等 1/2以内 1百万円まで -

地域応援
の強化

起業等による地域づくり応援  企業等法人格を有す団体 1/2以内 5百万円まで -

その他 その他の地域の特性や優位性活用  市町村等、地域団体等 1/2以内 2百万円まで -

絆の
構築

分野 目的 対象 補助率
上限

起業の
誘発

コミュニティ・ビジネス起業化 地域団体等

地域の支事（しごと）おこし
地域の縁がわ
取組団体等

 
資料：熊本県「平成 27 年度地域づくり夢チャレンジ推進補助金募集要項」. 

 

（３）  実績と事例 

 

夢チャレの 2015 年度の予算額は総額 228 百万円であった。夢チャレは，2011 年から 2014
年度の 4 年間でほぼ県内の全市町村（45 市町村中 43）で実施事例があり，総計すると 264
件が実施されている。 

夢チャレの事例として，第 3 章で述べる菊池市の事例を取り上げる(2)。 
菊池市では，「移住の促進」分野で空き家を活用した定住化の促進に取り組んでいる。菊

池市の中山間地域では，過疎化および高齢化により自治機能の発揮が不十分となる懸念が

あり，インターネットを活用した空き家情報の発信や不動産業者と協定を結ぶことで，空

き家の有効活用と人々の定住化の促進に取り組んでいる。2011 年には市と NPO 法人が協

定を結び，移住施策を進めた。具体的には，NPO 法人が中山間地域に位置する 50 集落を

対象に空き家調査を行い，賃貸または売却が可能な物件をニーズのある人々に斡旋する。

そして，斡旋を受けた方々が移住した際に，市は移住後の不安を緩和するための様々な生

活関連支援を行ってきた。 
その成果として 2012 年には 12 世帯 24 人が移住した。そして，移住者に対する市および

NPO 法人のサポートもあり，移住者が地域の活動にも参加するようになるなど移住者の定

住化が進んでいる。 
夢チャレを活用した事業は以上であるが，この取組をきっかけに，菊池市では 2014 年

10 月に，市役所内の移住にかかわる各課の業務を，菊池市移住定住支援センターに統合し，

2015 年 4 月には，それを統括する組織として市の企画振興課内に集落・定住支援室が開設

された。移住定住支援センターでは 2 名の地域おこし協力隊員が移住定住にかかわる支援

を行っており，彼らは，主として移住希望者との連絡調整および彼らからの相談対応業務

を行っている。 
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（４） 課題 

 

 夢チャレという事業が理想としているのは，里モンのような使いやすい補助金を利用し

ながら新たな地域づくりのアイデアを具現化し，それを夢チャレで育成し，育成された取

組が離陸していくことである。 
 課題のひとつはこの取組に地域差が生じていることである。元々夢チャレ実施の背景に

は，政令指定都市となる熊本市以外の地域の振興があったが，熊本市でも同事業は利用可

能であり，分け隔てなく自発的な県民の取組を支援してきている。熊本市では黙っていて

も事業申請案件が発生するが，一方で他の市町村では熊本市と比べ事業申請案件数が少な

い傾向があるとのことである。県は，少なくとも里モンのような事業によって生まれつつ

ある多様な取組から多くの申請があることを期待しており，最近では地域振興局を統括す

る広域本部に，申請候補となる取組を見逃さないよう意識づけしているとのことであった。 
 他の課題として，活動の進展と補助の切れ目の問題がある。夢チャレでの育成支援は最

長 3 年間となっている。その間は前年度までの活動を踏まえた更なる発展を計画し，資金

的な支援がされていく。しかしそれ以降は，同じ活動を夢チャレを通じて支援することは

難しく，同じ団体が引き続き夢チャレを申請するのであれば，新たな事業を計画すること

が求められる。同じ活動を続け，活動をステップアップしていくならば，夢チャレ以外の

補助金や資金調達手段を考えていく必要がある。 
 

（５） 本報告書の論点にみる夢チャレ 

 

 夢チャレを本報告書の論点である地域農業との連携，コミュニティ・ビジネスおよび人

材確保（移住・定住）といった視角から確認する。 

 地域農業との連携という点では，夢チャレの中には農林水産部が所管する「農業の地域

資源（宝）活用の取組み」がある。これまで採択された事業の内容を確認すると，特産品

を原料とした加工品とその開発が多い。後で述べる山都町では，地域住民のほか，大学の

先生も参加する協議会を作り，そこで地域に多く存在する竹資源の活用を検討しており，

主として竹を原料としたたい肥を生産している。山都町は，県下で最も竹林面積が大きく，

竹林が放置されていることによる鳥獣害等が問題となっており，竹資源の有効活用とそれ

に伴い進む竹林の整備は，農業生産および住環境の改善にもつながることが期待されてい

る。 

 この事業は，2013 年度に里モンで取り組まれ，2014 年度から夢チャレへステップアップ

した上で取り組まれた事例である。 

 コミュニティ・ビジネスにおいては，地域の食材を利用したレストランやカフェを開設

し，食事を提供する取組が多い。例えば，第 2 章で後述する広域地域組織としての菅
すげ

地域

振興会では，廃校舎で郷土料理弁当を作り，菅地区全域が野外レストランである「里山レ
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ストラン」を開設しており，地域全域を丸ごと資源として活用している。 

 人材確保においては，農家レストラン事業等を通じて定年退職者の持つ能力やノウハウ

を地域の貴重な資源として活用しており，上述の「里山レストラン」などはその事例のひ

とつである。一方，夢チャレでは，「移住の促進」分野があり，外部人材の活用や外部人材

の定住などによる内部化への支援を行っている。前述した菊池市による空き家を活用した

定住化の促進はこの例であろう。 

以上のような論点に対し，夢チャレは複数の事業が束ねられて構成されており，地域振

興にかかる多くの取組に対応可能となっている。ただし，夢チャレは，里モンと同様，農

家や住民が主体となった活動を広く支援し，地域づくりにつなげていくものである。した

がって，地域農業との連携等は要件ではないし，活動を行う上での組織の構成員が，必ず

しも広域地域組織が想定するような複数集落のメンバーである必要性もないことに留意し

ておく必要がある。 

 

４． 中山間地域等直接支払の実施状況 

 

（１） 熊本県の農業集落と地域農業の現状 

 
 2010 年センサスにおける熊本県内の農業集落あたりの平均総戸数は 119 戸で，そのうち

16 戸が農家である。2005 年センサスでは，それぞれ平均総戸数 110 戸，農家数 20 戸であ

ったから，両センサスの 5 年間の間に総戸数は増加し，農家数は減少したことになる。九

州地方の平均総戸数は，両センサス間で 134 戸から 133 戸とほとんど変化がなく，農家数

が 20 戸から 15 戸に減少したことを考慮すると，熊本県は農家の減少率が九州のそれと比

べて小幅であった。 
 2010 年センサスから農業集落の規模を確認すると，4,208 ある農業集落のうち農家戸数 5
戸以下の農業集落は 849 集落，6‐9 戸の集落が 657 集落ある。2000 年センサスでは，3,841
集落のうち 5 戸以下が 256 集落，6‐9 戸が 518 集落であったから，5 戸以下あるいは 6‐9
戸といった相対的に小規模な集落が増加していること，そしてその割合が高まっているこ

とが確認できる。 
 熊本県の地目別に見た土地利用上の特徴は草地が多いことである。2015 年度の耕地およ

び作付面積統計によれば，牧草地は北海道，岩手，青森に次いで第 4 位で 6,830ha ある。 
 

（２） 取組の状況 

 
熊本県農林水産部（2015）が公表した「平成 26 年度中山間地域等直接支払制度の実施状

況」によれば，熊本県内 45 市町村のうち 39 市町村が中山間地域等直接支払制度の対象農

用地を持っており，35 市町村でこの制度が実施されている。制度実施対象となっている農

用地面積は推計で 40,723ha あり，前年度から 38ha 増加している。このうち協定を締結し
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た面積は 33,216ha あり，前年度から 93ha 増加した（第 1－2 表）。 
協定を締結した 33,216ha のうち前向きな取組に対する体制整備単価を受け取る面積は，

28,977ha であり，前年度から 111ha 増加した。体制整備単価が協定締結面積全体に占める

割合は 87％となっている。 
協定締結面積を地目別にみると，田が 14,928ha と最も多いが，急傾斜地の割合は，田の

44.2％と比べ，畑が 70.8％，採草放牧地が 74.4％となっている。 
地域別では熊本県内の採草放牧地の大半を有す阿蘇地域が17,963haと協定締結面積全体

の 54％を占めている。阿蘇地域内の協定締結面積のうち採草放牧地は 11,803ha ある。 
協定締結数は，1,407 協定あり，そのうち 1,396 が集落協定である。地域別で確認すると

天草地域が多い（263 協定）。交付対象面積別の集落協定数を確認すると，20ha 未満の協定

が約 8 割を占めている (3)。また，各集落協定への交付金額が 2,000 千円未満となっている

割合は全体の約 7 割であり，同様に参加農家数は 30 戸未満が 78.3％となっている。対象農

用地面積に占める協定締結面積の割合は 81.6％であり，全国平均である 82.0％は若干下回

っているものの，都府県平均の 75.2％，九州平均の 77.9％を上回っている。延べ参加農家

数は 21,932 戸となっており，前年度から 215 戸増加した。 
中山間地域等直接支払の交付金額は，協定締結数や協定締結面積が増加したことから前

年度と比べ 9,000 千円増加し，2,580 百万円となった。これを地目別に確認すると，田の交

付単価が高いことから交付金額の 77％が田となっている。 
集落協定を結び取り組んでいる農業生産活動では，「農道の管理」が 1,381 協定，「水路

の管理」が 1,228 協定，「農地の法面管理」が 975 協定となっている。多面的機能を増進す

る活動としては，「周辺林地の下草刈」が 679 協定，「景観作物作付」が 637 協定で続いて

いる。また，集落マスタープランにおける集落の将来像として，「営農組織等集落ぐるみの

営農体制」が 693 協定，「地域の実情に即した持続的な農業生産活動」が 635 協定となって

いる。 
後でみる上益城地域に属す山都町と菊池市（＝菊池地域）および補論で述べる山鹿市（＝

鹿本地域）の中山間地域等直接支払の実施状況を確認する。 
集落協定数は山都町 165，菊池市 86，山鹿市 123 であり，協定面積はそれぞれ 2,477ha，

1,430ha，1,148ha である。山鹿市は 1 協定あたりの協定面積が 9.3ha と小さく，10ha を

下回っている。3 市町のうち山都町および菊池市の協定面積に占める田の割合はそれぞれ

90.2％，90.3％であるのに対し，山鹿市は 64.9％となっている。 
 交付金の共同取組活動への充当割合は 50％～54％となっている。熊本県では全体の 6 割

以上の集落協定で 50％から 60％未満を共同取組活動に充当しており，３市町の平均もここ

に属している。 
山鹿市では 2014年度における田と畑の急傾斜地面積が公表されており，菊池市では 2015

年度の同面積を聞き取ったので，それを確認すると，山鹿市では田が 59.3％，畑が 78.7％
となっており，市全体の協定締結面積に占める急傾斜地の割合は，田畑とも熊本県の平均

を上回っている。菊池市では田が 59.6％と山鹿市と同程度の水準であるのに対し，畑は
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2.7％と急傾斜地の割合は極めて低くなっている。 
 
（３）  取組の継続へ向けた課題 

 
熊本県への聞き取りによれば，2015年度から始まる第4期対策では，高齢者の農作業従事が，

広く全体への従事から対象協定地に限定する等の要件緩和があり，中山間地域の労働力の実情

に応じた対応となっているものの，協定締結数は減少する可能性が高いとのことであった。第 4 期

対策の 5 年の間も，参加農家の高齢化と人口の減少が進み，自らの農地の管理等で手一杯となる

ため，そこが協定から除外されることを懸念していた。同じ問題から協定を広域で締結することを検

討しても，検討のみで終わってしまうとのことであった(4)。 
また，共同取組活動への配分割合が低下傾向にある。全国的な傾向であろうが，交付金を使っ

て必要となるものを調達してきた結果，当面共同で調達すべきものが少なくなり，踊り場となってい

るようである。全国も熊本県も，2014 年度から 2015 年度の間において，共同取組活動への配分

割合を 0％，0－25％未満，25－50％未満とする集落協定数およびその割合が上昇している一方

で，50－75％未満，75－100％未満，100％とする集落協定数およびその割合は低下している。 
最後に，広域の集落協定を締結して活動を実施する「集落協定の広域化支援」（第 3 期「集落

連携促進」）や小規模かつ高齢率の高い協定未実施集落とともに活動を行う「小規模・高齢化集落

支援」が加算措置として存在し，前者で 2014 年度に 1 協定 32ha の実績があった。 
 

第 1－2 表 第Ⅰ部の対象地域における中山間直接支払の実施状況 
（単位：戸，ha，百万円，千円，％）

うち
田

うち
急傾斜

うち
田

うち
急傾斜

熊本県 1,407 32,943 33,216 14,928 19,306 2,578 1,987 1,840 1,832 78 56
上益城地域 211 3,984 3,140 2,730 2,034 445 429 373 2,100 112 55

山都町 165 2,731 2,477 2,234 1,629 352 340 290 2,119 129 54
菊池市 86 2,266 1,430 1,292 790 207 202 163 2,412 92 51
山鹿市 123 2,075 1,148 746 767 157 117 130 1,276 76 50

共同取

組割合
（平均）

集落
協定数

協定
参加

農家数

協定
面積

交付
金額

１協定

あたり
（千円）

１農家

あたり
（千円）

 
資料：熊本県「平成 26 年度中山間地域等直接支払制度の実施状況」. 
 

５． おわりに 

 

 熊本県が実施している里モンや夢チャレは，地域づくり支援として，広範な活動を支援

する事業である。里モンは，1 テーマ 500 千円と少額ながら，多くの取組を支援し，その中

から将来性の高い取組を，夢チャレを通じてより大きく育てることが熊本県で想定されて

いる理想像である。 

 事業の採択実績を確認すると，里モンは 500 件以上，夢チャレも県内 43 の市町村から

260 件以上の取組が採択されている。里モンは 2013 年から開始され，調査時点では同事業

と夢チャレとが重なる期間は 2 年 3 カ月であったが，里モンから夢チャレへとステップア
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ップした地域づくりの取組が複数ある。既述の通り，事業で支援した取組の自立が最終目

標であるから，それらの今後の活動が注目されるところである。 

 中山間地域等直接支払の全国的な傾向ではあるが，小規模・高齢化集落支援および集落

連携促進加算の対象協定数は少ない。少なさの要因として，現状の協定内での活動で手一

杯であることもあろうが，個別集落が依然として農地保全とそれに付随する資源管理の機

能を備えているとみることも可能である。 

 しかしながら，同直接支払の第 4 期対策では，協定数および協定面積の減少が見込まれ

ている。それらの減少により，農地保全とそれに付随する資源管理機能の弱体化が懸念さ

れる。地域の必要に応じて，集落間の連携により協定を広域化する，協定を統合するとい

った取組等を通じて，機能維持を検討していくことも引き続き求められるであろう。 

 

注１ 本報告書で取り上げる山都町，菊池市および山鹿市の事例の中でも里モンを活用した取組がある。それらに

ついては後述の各章を参照されたい。 

２ 夢チャレを活用した山都町の自治振興区の取組については第 2 章を参照。 

３ 2010 年センサスによれば，熊本県における平地も含む農業集落あたりの平均耕地面積は 28.2ha であった。 

４ 2016 年 8 月に農林水産省（2016）「平成 27 年度中山間地域等直接支払交付金の実施状況」が公表された。

これにより，2014 年度と 2015 年度の熊本県の同制度の実施状況を比較すると，協定締結数が 1,407 から 1,356

へ，交付面積が 33,216ha から 31,804ha へ，対象農用地面積に占める協定締結面積の割合は 81.6％から 76.2％

へ変化した（全国 82.0％から 80.7％，都府県 75.5％から 74.4％，九州 78.1％から 74.0％）。特に協定締結面

積の減少率が高いのは畑（15.4％）で，特に急傾斜地の畑（18.2％）で減少率が高い。 
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		その他の要素の代替テキスト		合格		代替テキストが必要なその他の要素



		テーブル





		ルール名		ステータス		説明



		行		合格		TR が Table、THead、TBody または TFoot の子である必要がある



		TH と TD		合格		TH と TD が TR の子である必要がある



		ヘッダー		合格		テーブルにヘッダーが必要



		規則性		合格		テーブル内の各行の列数と各列の行数が同じである必要がある



		概要		スキップ		テーブルに概要が必要



		箇条書き





		ルール名		ステータス		説明



		箇条書き項目		合格		LI は L の子である必要がある



		Lbl と LBody		合格		Lbl と LBody は LI の子である必要がある



		見出し





		ルール名		ステータス		説明



		適切なネスト		合格		適切なネスト










先頭に戻る



